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1 .はじめに
（注） 1 
上記のテーマで、ヒアリングを続行したうちのE社は，小さな企業の代表であ
る。
わが国にはE社と同様，明治時代に創業した世界最大の楽器メーカーのヤマ
ハ（株）や，世界第2位でスタンウェイピアノのOEM生産をしている（株）河合
楽器製作所がある。しかし，ここに紹介する E社は，ハープの生産に特化して，
ニツチでグローパルなマーケテイングを王軸とした小さなままの企業で，それ
でも，世界のハープ生産のメジャーとなった企業である。資材は欧米から，ま
た市場も欧米が大きいのだが，生産の適地はいまのところ福井のようである。
つぎに， F社は，今や2部上場会社であり英文タイトルの小きな会社とは言
い得ないのであるが，界面活性剤中心に，小きな会社から，極体制の形を整え
つつある現在までの聞に国際化戦略がどのように採られたかのプロセスを紹介
する。最初は繊維助剤と呼ばれる補完的役割をもつに過ぎなかった F社の製品
は技術開発の結果，新製品となる繊維製品の主役に演じ替えられ，今後は，界
面化学や高分子化学を内容とする「界面科学」と，毛髪・皮膚科学やバイオ部
門を含む「ライフサイエンス」を柱とした専門的な化学会社を目指している。
両社とも生産を専門化し，世界で競争を排除できるところへまで昇りつめよ
うという意気ごみがある。
経営者は世襲であり，現社長は先代のコンセプトを相当忠実に受け継いでい
るものの，環境認識や反応は，より新たに変化してきているようである。
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2 .ケーススタディ
E社
所在地
創立
法人設立
資本金
従業員
事業内容
海外進出
面接者
面接時期
(1) 企業の沿革
福井県
明治30年
平成元年
1,000万円
19名
洋楽器ノ＼ープの製造販売
昭和47年に現社長がヨーロッパ初出張昭和50年頃
海外に代理店契約成立
社長
平成5年
明治30年に先々代が， JR福井駅近郊において楽器製作所を創業し，ヴァイオ
リン，木琴の製作やオルガンの修理を開始した。
その子息（先代）が，第2次大戦後，アイリッシュハーフ。の改良を思い立ち，
昭和30年にアイリッシュハープ（ノンペタソレハープ）の製作を開始した。その
後，商業高校を卒業して家業に加わった現社長ともどもグランドハープ（ベダ
ルハープ）の研究を開始した。 7年後にはグランドハープの試作品が出来あが
った。同年夏に，現社長がヨーロッパに初出張，世界的ハーピストであるフィ
ア・ベルクハウト氏主催のハープウィーク（オラシダ）に参加，強い刺激を受
けた。言葉も自由にならないまま，その足でヨーロッパ各地の楽器店に自社製
アイリッシュハープの飛込み販売を試みたが成功しなかった。その理由は，ア
イリッシュハーフ。がハーフ。業界で、未だ楽器として認知されていなかった為であ
ると社長は振り返って分析する。しかしE杜が始めた上下式半音移動装置は，
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世界の演奏家が知る所となって10年後にフランス，台湾，その他の国々のメー
カーが追従しはじめ，最近ではE社方式が定着しているそうである。
ところで，ハープウィークは国際フェスティパルに発展解消するが，社長は
毎年海外へ出て新しい情報を収集したり，自社製品をプロモートし続けた。最
も効果的だったのは，コンクール等で演奏に用いられたことだった。ついに昭
和50年ごろ，海外において販売代理店契約が結ぼれた。
圏内では，昭和49年に，グランドハープが製品として完成したのを記念に，
福井市内でコンサートが催された。独奏者には国内での第 1人者J.モルナール
教授を迎え，福井交響楽団と協演した。
昭和60年には国内外の情報収集と発信の核として東京サービスセンターを開
設，所長にはハーピスト兼作曲家が就任した。
平成元年に会社を株式会社とし， e社名もハープのみに特化して生産している
実体に合わせて変更した。
平成4年には，福井市に隣接する学園都市の松岡町に小ホールと工場を合わ
せた新社屋が完成した。ホールの設計は設計事務所に依頼せず，自前でなきれ
ている。
ハープの生産では，模索を始めてから 2代に渉る約40年間で世界のメジャー
（第4位）の地位を築くに到った。当初は殆ど輸出されていたが，現在は圏内 7'
輸出3の比率で販売されている。
(2) ハープ生産の特色
E杜が取り組んだのが洋楽器であったことから 圏内で、親方に弟子入りして
製法を見習うというやり方はできず，輸入楽器を目前にして分解することなく
形を模倣することで試作されたが，芸術楽器としては使えず，音を出すために
改良に改良を重ねることになる。
ここで，ハープといっ楽器の用途などを挙げてみると，広く一般に供されて
おらず，つまり日本の初等・中等教育に取り入れられておらず，いわゆる“お
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稽古”楽器でもなく，独奏曲が広まっておらず，オーケストラのパートにもし
ばしば登場しないといった販路の狭そうな楽器である。今日でも一人職人の手
になるハープがフェスティパルに出展されたりするということからも伺えるよ
うに多分にクラフト的である。
E社の場合は19人の分業体制でそのうち 4名（経理2，東京センター 2）を除
く15名が製造部門に配置されていて木工や金属加工の工作機は当然使用され
る。
先代の職人芸としての出発は，今日でも最高品質の原材料の仕入れ，納得の
しく仕上げといった一見，超経営主義をとっているように思えるのであるが，
ともかくも企業が永続しているので，学習楽器の生産がおそらく収入を支えて
いたものと思われる。
楽器生産の環境としては，北陸は湿度が高く，適した木材もないのでむしろ
悪いと言える。生産は労働集約的であるが， 19名の従業員は人的資源移動のネ
ックとまでは行・かないであろう。
木材を海外から陸上げし，乾燥させる名古屋や，その続きの静岡などが，福
井よりもベターな環境のように見えるが，目下のところ父祖の地から脱出する
までの強い誘因がないようである。また，海外に生産拠点を設置するという展
開もすぐにはないようである。
ノ＼ーフ。の材料・部品については，木材がカナディアンメーフ。ル，シトカスプ
ノレース，栃，イタヤカエデ，プビンカ＊等であり，その他に鉄，真鎗，合金など
の金属，ガット，合成樹脂等で，グランドハープでは2008個の部品からなる。
木材は輸入品で名古屋港から入る。絃は低音部がピアノ線，中音部がか、ット
（羊の腸を裂いて振ったもの），高音部が合成樹脂製であり，ガットはヨーロツ
パから輸入される。
原料の仕入れてや特異なのは，社長の判断で，得がたい材質であると思われる
と15年分， 20年分といった量の買付けがなされることである。保管費が崇むこ
とより，入手が断たれることの懸念を重く見ているょっだ。また，在庫回転率
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は低くても，材料の値上りを回避することで原価を抑えることができるのであ
ろうか。ガット絃についてはヨーロッパの技能工不足の心配がもたれている。
すでに，高，低音部は工業製品となったので，中音部絃の天然素材に替るべき
材質研究も長期的課題として取り組まれてはいる。
ハープの仕様は，アイリッシュハーフ。で、絃数34～36 音域4%Oct. ～ 5~ 
Oct.重さ12～ 14kg，グランドハープで絃数47 音域6%Oct.重き36kgであ
る。
価格はほぼ乗用車1台に匹敵する。
つぎに従業員についてであるが，先代社長の頃からの技能保有者で勤続年数
の長い者の他，近年転職してきた人々もおり，理系，文系を問わず，大企業に
就職したものの，対人関係が苦手といった理由で転職してきたり，音大を卒業
したが演奏活動には早めに見切りをつけたという人も含まれる。
製造部門の教育活動は OJT方式とみることができる。製品は教育ないし練
習用ばかりでなくステージ用に供されるため，高品質の製品作りへのモチベー
ションは従業員の間でも非常に高いとみなせる。
平成3年度からは年1名の従業員海外研修制度がスタートし，研修中なすべ
きことは，ハープフェスティパル等に参加し，製品の出展ブースがあれば営業
や代理店と協力し，他社製品についての見聞を広め，また，コンクールやコン
サートの動向をキャッチし，できれば新しい顧客も獲得するといった欲深い先
行投資を行っている。
(3) 国際的マーケティング
ハープという楽器の性格や使途から，世界に販路を求めざるを得ないという
宿命は，最初から E社に背負わきれていた。
もともとハープは民族楽器であり，最古の楽器といわれているが，いわゆる
欧風のクラシック分野に取り込まれたため，世界にクラシック音楽が普及する
範囲で，ハープも普及することとなった。もっとも一部にはジャズや旧来の民
-217 (379) -
族音楽に使用される。
この限られた使途の楽器に先代が滋かれて納得のいくハープを製造するとい
う崇い目標を掲げ，歩み続けたのは，わが国にも J.モルナール教授を頂点とす
る小さなハープの世界があったためではなかろうか。そうはいっても具体的に
は演奏家と門下生，音楽学校といった所がその小さな世界である。むしろ世界
に通用する楽器を作るという目標になりがちな環境かもしれない。
楽器というものは，顧客がそれを手にした場合，“欲求の 5段階説”でいうな
ら最上階の自己実現欲求を満たすものであろう。そのょっな製品の性格から，
マーケッテイングコンセプトとしては企業は製品志向となりやすいのではなか
ろうか。自信めいたものが湧いた時，自社製品の飛込み販売が行われた。マー
ケッテイングチャネルは短い方がよいと考えられているょっで，社長は海外出
張しつつ演奏家や，学生に直接アフ。ローチし，傍ら楽器店の取り扱いも少しづ
つ増加する。専門店とダイレクトマーケテイングの併用である。顧客に接する
ことは自社製品への理解を深めてもらっとともに，改良の意見を吸い上げる源
泉である。 E社製品は高音から低音までバランスよく響くとか，遠くまで音が
飛ぶといった表現で演奏家から好評をえている。
きて，平成2年に東京サービスセンターから楽譜出版事業も開始された。従
来から楽譜で採算があつのは学習人口の多いピアノの練習曲といわれてきたの
が，ハープ専門の楽譜となるとメセナのようなものである。製品のセールスプ
ロモーションとすれば長大なステップを踏むわけだ。
同じく平成2年に顧客と企業を結ぶコミュニケーション誌が発行された。編
集には主に社長の子息が当っている。わずか16ページの小冊子であるが，内容
は新製品紹介，製造過程，絃の張り替え方，移動の注意，コンクール等のレポ
ートなどおよそ演奏家，学習者であれば知りたいであろう情報が満載されてい
る。
E社のマーケテイングミックスの中で特に目立っているのがこのようなプロ
モーションである。忘れてならないのがコンクールの賞品提供であり，このよ
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うな方法はスポーツ用品のメーカーがよくやっている。
E社は USA国際ノ＼ーフ。コンクールで2位の賞品を出している。入賞者を日
本に招き，福井と東京のコンサートで紹介している。ある年のコミュニケーシ
ョン誌には賞品を下見して 1位よりも 2位になりたいと言った可愛い女の子の
ことが書かれたり，入賞者の礼状が載せられたりした。その中にはもしE社に
スポンサーとなってもらえるなら××コンクールには御社のハープで演奏に臨
みたい旨のことが書かれていたりする。アメリカあたりではメーカーが音楽家
の育成に理解をもっているのであろうか。
最後にE社のプライシングについて，この度の円高は，対米輸出については
打撃であるが，よいものを作れば売れるという製品志向をもっているので，相
対的価格アップにはある程度の自信があるようであり，全体としての市場ミッ
クスの中で踏みこたえたいと考えているようである。
F社
所在地
創立
法人設立
資本金
従業員
上場
株主
海外進出
福井県
昭和14年
昭和16年
28億9,800万円
583名
名証2部平成5年
2,078名
昭和43年台湾（合弁界面活性剤の製造販売）
昭和46年韓国（向上）
昭和49年タイ（向上）
昭和50年 インドネシア（向上）
昭和53年台湾（樹脂の製造販売）
昭和63年香港（界面活性剤）
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面接者
面接時期
(1) 企業の沿革
昭和63年アメリカ（現地法人界面活性剤）
昭和63年香港（現地法人界面活性剤）
その他技術提契2業務提契1
常務取締役総務部長（双方とも海外担当経験あり）
平成5年
昭和の初めに，大阪薬専出身の先代が医薬品・染料商を営んでいたが，昭和
14年に仕事仲間の精錬剤製造所の経営に参画したのがメーカーとしての仕事に
手を染めたことになる。界面活性剤のスタートである。他方，昭和13年に中国
において醤油の材料となるアミノ酸の不足を知り，昭和14年にアミノ酸製造の
合資会社を設立，社名は中国と日本の友好を盛り込んだものになった。このよ
うに創業当時から市場を国際的視野でとらえていたのである。
しかし戦雲高まると，軍需工場として飛行機の燃料として松の根からテレビ
ン油を精製した。昭和20年の福井空襲は免れたものの，福井大地震と水害を被
り工場を全壊したが，再建に向った。つぎの危機は昭和25年の朝鮮特需による
油脂の暴騰と暴落である。高くなった原料を買い集めたが，戦争の集結が早く
一転して製品は買いたたかれ，戦況の予測の誤りから資金繰りが悪化，銀行の
融資も断たれたことから従業員半数を整理した。この事は F杜の痛恨事であ
る。しかし極限の中にも染料を借り受け，それを染色会社に渡し，手形を発行
してもらって，銀行で割引きを受けるという方法が思い浮ぴ，九死に一生を得
た思いで繊維助剤の生産が続けられる。その後福井の繊維は人絹から合繊へと
転換したり， NIESの発展，日本企業の海外進出などを輸出や東南アジアへの合
弁企業の設立で対応するが昭和48年， 56年のオイルショックは F社の利益推移
にもはっきりと打撃を与えているのが読みとれるが，売上げと従業員の方は陥
ち込みがない。朝鮮動乱時の苦境だけは再現したくないという合言葉がトップ
の間にあった。当時の日本の企業は減量経営によって損益分岐点を左にずらす
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経常利益推移第3図
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20～60期
74・75期は半期決算
政策をとったが， F社の場合は逆に，利益の低下は気にせず，シェアの拡大をは
かった。しかしこの強気のやり方は思い通りに奏功して利益も回復する。先代
社長の企業大家族主義である。
また，創業当時のアミノ酸の技術の根にモナコのA研究所との技術提契で
化粧品の柱ができ利益に寄与してくる。初めの頃の海外進出は繊維産業とのセ
ット進出的な性格があったが，昭和63年アメリカにこれまでと違って F杜80
%出資の現地法人を設立したことで，東南アジアと欧米といった極体制的
な考えに次第にまとめられて行く。アメリカ以前の昭和61年のスイス C杜との
業務提契が成立したことは，小人と巨人のような企業間で，繊維の界面活性剤
技術についての自信を F社にもたらしたと想像される。
最近では中国での合弁企業案が暖められているが，最初の台湾の合弁に 5年
の月日がかかっていること，韓国では最も早く話が始まったにもかかわらず頓
座した経験があることなどから F社が拙速を排するであろうと想像させられ
る。
(2) 環境変化を企業成長のエネルギーに変える国際化戦略
F社にとって戦争をはじめとする大きな環境変化は一時的には打撃である
が，結果的にみると企業成長を遂げる技術の根の強さ深さがあるので節目節目
で採られた国際化戦略は最初に先代社長がアミノ酸の中国への輸出を考えた
時，新市場の開拓と，最初の製品ミックスであるアミノ酸と繊維助剤というス
タイルが定まり，この技術の火種は半世紀の後もよい方向に F社を導いてい
る。
次に，大戦時の原料難の経験は，朝鮮動乱時の高い原料の買い込みへと誤っ
た意思決定に走らせてしまうのであるが，これは以前に学習した意思決定を反
復するのは危険だという非常に大きな教訓を含んで、いるのである。
この時に人員整理をしないという決意が強くなされ，後にオイルショック時
に海外の販路の自信もあることから減量経営ならぬ増量経営をとり，逆張りで
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成功する。昭和40年代の東南アジアでの合弁の進出は，窮地に陥った時の染料
を借用した商社の手引きによるところが大きい。社長は謙遜してきしたる強い
認識があってという訳でなくセット進出的な行動であるという意味合いのこと
を述べておられるが，異文化の企業人と接触して根気強く理解し合おうとした
のは他ならぬF社の担当役員であり社長である。染料商社のN杜は，東南アジ
アの合弁会社設立には共同出資者となり，また F社の社外重役に N社から迎
え入れられている。
東南アジアへの次々の進出は国内の合繊中心への技術環境変化や， NIESの
成長， 日本の賃金の上昇などから，繊維産業の海外直接投資への大きな流れに
沿ったもので，輸出から直接投資への戦略転換が技術の自信によって支えられ
ながら進められたのである。
しかし最初の交渉は，産業が成熟している韓国で始められ， 2年間のおつき
合い期間を過信したというべきか，実は日本側の歴史的文化的理解が充分では
なく，モノ別れとなる。面接者がその当事者であったのだが，建前としてはF
社を尊重してくれていたと，思っていたが，一杯呑むとど7しても秀吉・清正か
ら始るのだということである。
台湾の場合は N社を通じて知日家のパートナーが得られた。しかし慎重に 5
年の年月をかけて昭和43年に合弁会社が設立される。この合弁の成立は韓国の
経験がむしろよい作用を及ぼしているのではなかろうか。
一方，韓国における界面活性剤の需要は大きくなり，昭和46年には日本の総
合商社M杜によって早稲田大学出身の社長を紹介きれ，今度は成立した。
ついで49年にはタイ財閥が本社に見学に訪れ合弁の話が持ち込まれた。イン
ドネシアの場合は廃業した関東の工業を買い，ブドウ糖製造設備の取り扱いを
大使館に打診したところ，界面活性剤工場の誘置か望ましいと提案され，F社が
初めて50%を超えて出資を行い合弁が成立した。引き続きフィリピンにも合
弁， 53年には台湾で防水加工用のアクリルゴムの合弁会社が設立される。商社
に仲介される場合や現地から望まれる場合など種々であるが東南アジアに一通
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りの布石が終ると第1次オイルショックに見舞われるが， F社は占有率増加の
戦略をとり，毛髪化粧品の製品の柱で利益は大きく回復する。ここで新商品の
流通チャネルは業務用とした。 F社は一般向け商品のマス・マーケテイングに
洗剤で一度失敗したのである。
ヨーロッパへの足がかりはスイス C社との業務提契で可能となった。この内
容は双方が対等に互いの製品をスワップし，ヨーロッパ市場， 日本市場に販売
して行くというもので売上げ，利益が伸びている。
アメリカサウスカロライナ州での現地法人が昭和63年に設立され，西半球を
統制する機能を持たせる考えを明らかにした。東半球は日本でコントロールす
るという極体制の形に整理された訳である。アメリカ E社の創立にあたり知事
がよい仕事よい職場を与えてもらったと謝辞を述べている。繊維産地に界面活
性剤を供給するという経済的な目的の他に，地域社会に貢献することが期待き
れている。
最初の台湾から 4半世紀かけて，ここにグローパルな，思考がまとめ上げられ
てきたといえる。
今後，この東半球，西半球というまとめ方から，極数が増加するというのが
筆者の凡庸な予測である。
(3) 海外事業の出資形態ならびに本社の持株状況
F社の合弁会社や現地法人の出資形態には経営の歴史的経過が反映されてい
る。
輸出から直接投資に移行した国では，ジョイントの相手方を商社が紹介し，
商社も出資している。東南アジア合弁の場合は相手国側50%，残りは F社と日
本商社でF社が多く出資した形になっている。相手国側50%という比率は，現
地の外資政策に制約されてといつこともあるが， F社の姿勢として相手に経営
権を持たせる方が軌道に乗りやすいと考えているようである。また役員配分は，
合弁では社長を現地人とし，副社長，技術，企画部長らを本社から出向させて
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いる。このような配置は現地人を尊重しつつも，操業は確実に行ない，どの程
度技術移転するかは本社のコントロール下にある。現地法人においては，社長
以下3名ほど出向させている。同業他社からみると F社の出向人員は多い方で
ある。
つぎに，平成5年9月に F杜は名証2部上場したが，特定株59.9%と，比較
的関係者で所有された持株状況で，筆頭株主は店頭登録されている親商事であ
る。設立当初より深い関係をもっN商社，社長，社員持株会と続く。注意を引
くのは先代が経営危機の際参篭した宗教法人の寺の名を10大株主の中に見出す
ことで、ある。
このように海外合弁ないし現地法人や本社の持株状況に企業発展の歴史的経
緯が観察できるのであるが，上場して時間が過ぎた場合どのような変化が起る
のか興味のあるところである。
謝辞 調査に応じて下さった E社， F社の経営者の皆様に厚く御礼申し上げ
ると共に活き活きした企業集団に賛辞を捧げる。
（注） 1 「北陸企業のグローパル経営」研究年報 第XIX巻（富山大学日本海経済研究所）
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